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調査概要・回答企業の属性

○調査目的：中小企業の事業承継の取組み状況やコロナ禍の影響、近年中小企業において活発化している
M&Aの実施状況等について調査し、商工会議所の政策提言の基礎資料とする。

○調査対象：各地商工会議所管内の会員企業
○回答事業者数：4,140件/14,221件（回収率29.1％）
○調査期間：2020年８月17日～9月25日
○調査方法：郵送・手渡しによる調査票の送付、FAX・郵送・Webによる回答

※各種データは端数処理（四捨五入）の関係で、合計値が100％とならない場合がある。

【調査概要】

【回答企業の属性】
○業種（n=4,102）

業種 件数 構成比

建設業 824 20.1%

製造業 1,120 27.3%

卸売業 593 14.5%

小売業 442 10.8%

サービス業 946 23.1%

その他 177 4.3%

○売上高（n=4,116）

売上高 件数 構成比

１億円以下 1,053 25.6%

１億円超～３億円以下 994 24.1%

３億円超～10億円以下 1,035 25.1%

10億円超 1,034 25.1%

○従業員数（n=4,137）

従業員数 件数 構成比

０～５人 969 23.4%

６人～20人 1,370 33.1%

21～50人 861 20.8%

51～100人 470 11.4%

100人超 467 11.3%

2

業歴 件数 構成比

1～50年 1,578 38.7%

51～100年 2,071 50.8%

100年超 426 10.5%

○業歴（n=4,075）



経営者年齢別の後継者決定状況 3

【経営者年齢別の後継者決定状況】

 経営者年齢別に後継者決定状況をみると、60歳代から後継者を決定する傾
向にある一方で、60歳代で２割弱、70歳以上で１割強がいまだに後継者
を決定していない。

 経営者にとって60歳がひとつの節目となり、後継者を決めているケース
が多いものと推察される。

8.8%

18.0%

49.9%

56.2%

18.8%

28.0%

21.9%

21.6%

56.0%

40.4%

18.7%

13.0%

5.1%

7.0%

4.8%

4.8%

2.8%

1.7%

1.5%

2.3%

8.5%

4.9%

3.2%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50歳未満

50歳代

60歳代

70歳以上

既に後継者を決めている 後継者候補はいる

後継者を決めていないが事業継続したい 自分の代で廃業する予定

M&A等で会社を譲渡する予定 その他

(n=602)

(n=930)

(n=1,428)

(n=1,104)

事業承継の現状とコロナ禍の影響について



49.3%

52.0%

52.6%

24.4%

22.0%

21.8%

19.0%

15.2%

16.2%

4.6%

4.4%

4.8%

1.1%

1.7%

1.8%

1.5%

4.7%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2017年

2019年

2020年

既に後継者を決めている 後継者候補はいる

後継者を決めていないが事業継続したい 自分の代で廃業する予定

M&A等で会社を譲渡する予定 その他

後継者決定状況の推移 4

【後継者決定状況の推移（経営者年齢60歳以上）】

 経営者年齢が60歳以上の企業において、事業承継税制抜本拡充前の2017
年時点では、「既に後継者を決めている」は49.3%であったが、直近の
2020年では52.6%となり、約3年間で3.3ポイント増加している。

 一方、「後継者を決めていないが事業継続したい」「自分の代で廃業する
予定」と回答した後継者不在企業は約２割となっている。

前
回
調
査

今
回
調
査

※前回調査は2017年7-8月に実施。今回調査は2020年8-9月に実施し、直近と2019年末時点での後継者決定状況を調査している。

(n=2,379)

(n=2,517)

(n=2,532)

事業承継の現状とコロナ禍の影響について

後継者不在企業 21.1％



後継者不在企業の直近期利益 5

 後継者決定状況を「後継者を決めていないが事業継続したい」「自分の代
で廃業する予定」と回答した後継者不在企業の直近利益は、黒字が約半数
を占めており、収支トントンとあわせると約７割となっている。

 今後、黒字企業であっても後継者が不在であるが故に廃業に至ってしまう
ケースが増加する可能性が高く、事業引継ぎ（M&A）の促進が重要。

48.6%

20.9%

30.5%

黒字 収支トントン 赤字

【後継者不在企業の直近期利益】

(n=1,309)

事業承継の現状とコロナ禍の影響について



11.4%

17.3%

22.6%
24.0%

12.2%

1.6%

10.8%

できる限り早く

３年未満

３年以上５年未満

５年以上10年未満

10年以上後

コロナ禍の影響で未定

未定（コロナ以外の要因）

71.0%
2.3%

4.1%

6.8%

14.0%

1.0% 0.6%

子

兄弟・姉妹

子の配偶者

その他親族

自社の役員・従業員

（親族外）

社外から登用

その他

現経営者と後継者の関係・後継者への事業承継完了予定時期 6

【後継者との関係】

 「既に後継者を決めている」「後継者候補はいる」と回答した企業におい
て、後継者との関係は「子」が最も多く、親族内が８割超を占めている。

 後継者への事業承継の完了予定時期は、「５年未満」とする企業が約半数
を占める。一方、「５年以上」「未定」とする企業も約半数を占め、特例
事業承継税制の適用期限（2027年12月31日）までに承継のタイミングが
合わない企業群も数多く存在する。

(n=2,386) (n=2,378)

【後継者への事業承継完了予定時期】

事業承継の現状とコロナ禍の影響について

親族内
84.3％



77.5%

89.3%

94.4%

98.1%

20.0%

9.2%

4.4%

1.2%

2.5%

1.5%

1.2%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2010年以降

2000年代

1990年代

1980年代以前

親族内 親族外 その他

親族外承継の割合 7

 ２代目以降の現経営者と先代経営者との関係を事業を引き継いだ時期で見
ると、2000 年代から「役員・従業員から登用」「社外からの登用」と
いった親族外承継が増加し、2010年以降では２割となっている。

 「子供」「兄弟・姉妹」等の親族内承継は減少傾向にあるものの、直近で
も約８割となり、大部分を占めている。

(n=1,042）

(n=907)

【事業を引き継いだ時期別の先代経営者との関係】

(n=657)

(n=416)

事業承継の現状とコロナ禍の影響について



4.0%

7.0%

11.9%

16.4%

0.0%

4.0%

8.0%

12.0%

16.0%

20.0%

増加 概ね20%

未満減少

概ね20%~

49%減少

概ね50%

以上減少

コロナ禍の影響による事業承継予定時期の変更 8

 コロナ禍の影響により売上が減少している企業ほど、事業承継の予定時期
を後ろ倒しにしようとする傾向にある。

 今後、コロナ禍の影響の長期化により企業業績が大きく落ち込む状況が続
けば、事業承継が遅れる企業の増加が懸念される。

(n=649)

【コロナ禍の影響による売上増減率と事業承継時期変更（後ろ倒し）】

(n=1,675) (n=1,227) (n=434)

事業承継の現状とコロナ禍の影響について



経営者年齢別のコロナ禍における取り組み状況 9

【経営者年齢別のコロナ禍における新しい取り組み】

 若い経営者ほどコロナ禍においても新しい取り組みを行う傾向にある一
方、70歳以上の経営者はコロナ禍でも「新たな取り組みを行っていない」
が３割弱となり、59歳以下と比較すると10ポイント以上の差がでている。

 コロナ禍からの経済の再生に向け中小企業の活性化が求められる中で、事
業承継促進が一層重要となる。

(n=1,538)

44.0%

34.7%

9.5%

42.1%

17.5%

39.6%

31.5%

7.6%

39.6%

20.2%

35.9%

26.6%

5.8%

31.9%

27.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

新たな販路開拓・取引先拡大

新商品・新サービスを開発

異業種への参入

テレワーク・時差時短勤務

新しい取り組みを行っていない

59歳以下 60歳代 70歳以上

(n=1,413) (n=1,077)
(複数回答)

事業承継の現状とコロナ禍の影響について



61.3%

57.1%

52.4%

53.3%

18.4%

17.9%

22.9%

22.0%

20.3%

25.0%

24.6%

24.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10年未満

10年以上20年未満

20年以上30年未満

30年以上

黒字 収支トントン 赤字

経営者の在任期間別利益状況 10

 直近決算期（前期）の利益状況は、社長就任後10年未満の企業では黒字が
約６割であるが、30年以上の企業では約５割に留まっている。

 コロナ禍の影響を受けた今期の利益見込みについても、社長就任後30年以
上の企業では赤字の割合が最も大きい。

 中小企業は事業承継を通じて経営を活性化することで、業績向上を図り、
環境の変化にも対応している状況が伺える。

(n=911、平均年齢52.6歳)

【経営者の在任期間別利益状況】

（直近期）

29.7%

27.1%

26.0%

22.4%

30.6%

29.8%

32.9%

30.3%

39.7%

43.1%

41.1%

47.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10年未満

10年以上20年未満

20年以上30年未満

30年以上

黒字 収支トントン 赤字

（コロナ禍の影響を受けた今期見込み）

(n=889、平均年齢59.5歳)

(n=694、平均年齢65.3歳)

(n=463、平均年齢71.2歳)

(n=916、平均年齢52.6歳)

(n=886、平均年齢59.4歳)

(n=699、平均年齢65.2歳)

(n=465、平均年齢71.3歳)

※創業者を除いて集計

事業承継の現状とコロナ禍の影響について



32.7%

29.3%

27.8%

20.3%

20.1%

17.9%

8.5%

8.4%

25.8%

0% 10% 20% 30% 40%

後継者への株式譲渡

後継者教育

借入金・債務保証の引継ぎ

後継者の探索・確保

取引先との関係維持

自社株の評価額

分散した株式の集約

古参従業員の処遇

特になし

事業承継の課題 11

【事業承継の課題】

 事業承継にあたっての障害・課題は、「後継者への株式譲渡」が約３割で
最も多い。また、株式譲渡にも関連する「自社株の評価額」を課題に挙げ
る企業は２割弱であった。

(n=3,845、複数回答)

事業承継の課題について



70.7%

60.8%

9.1%

8.0%

6.0%

1.2%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80%

譲渡の際の相続税・贈与税が高い

後継者に株式買取資金がない

引退後も株式を保有していたい

株式が分散しており集約できない

事業承継税制等が使えない

後継者が株式買取を拒んでいる

その他

後継者へ株式譲渡を行う際の障害 12

【後継者へ株式譲渡を行う際の障害】

 事業承継の障害・課題として「後継者への株式の譲渡」と回答した企業に
おいて、株式譲渡を行う際の障害は「譲渡の際の相続税・贈与税が高い」
が約７割、「後継者に株式買取資金がない」が約６割となっている。

 株式譲渡においては、税制面および資金面がボトルネックとなっている。

(n=1,259、複数回答)

事業承継の課題について



22.8%

10.1%

5.5%

4.5%

32.7%

15.9%

9.3%

7.2%

17.5%

17.2%

13.1%

5.0%

19.0%

28.8%

25.9%

15.6%

3.7%

14.1%

21.3%

12.0%

2.5%

8.2%

12.0%

18.9%

1.7%

5.7%

12.8%

36.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20人以下

21～50人

51～100人

100人超

１千万円以下 １千万円超～５千万円以下 ５千万円超～１億円以下 １億円超～３億円以下

３億円超～５億円以下 ５億円超～10億円以下 10億円超

自社株式の評価額 13

【従業員規模別の自社株式評価額】

 従業員規模が大きくなるにつれて株価が高い企業が増える傾向にある。
 一方で、従業員20名以下の企業でも３割弱が株価１億円を超えており、企
業規模が必ずしも株価と比例するとは限らない。

(n=946)

(n=611)

(n=343)

(n=359)

事業承継の課題について

株価１億円超



事業承継税制の利用・検討状況 14

 相当程度の税負担が生じる企業（自社株式評価額が１億円超）における事
業承継税制の利用状況について、既に後継者を決めている企業では、約半
数が「利用している（検討・準備中を含む）」と回答している。

 「後継者候補はいる」「後継者未定だが事業継続したい」企業では、「検
討したことがない」が約半数を占めており、 引き続き制度の周知・理解
促進が必要である。

9.0%

9.2%

10.9%

39.6%

18.4%

16.1%

22.9%

23.0%

19.7%

28.5%

49.3%

53.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既に後継者を決めている

後継者候補はいる

後継者未定だが事業継続したい

相続税・贈与税の納税猶予を利用 相続税・贈与税の納税猶予を検討・準備中

検討したが利用しない 検討したことが無い

【事業承継税制の利用・検討状況（自社株式評価額1億円超）】

(n=477)

(n=304)

(n=274)

事業承継税制について

利用している 48.6％



特例承継計画の申請状況 15

【特例承継計画の申請状況（自社株式評価額1億円超） 】

 「自社株式評価額が１億円超」かつ「既に後継者を決めている」企業で
は、事業承継税制（特例措置）のエントリー手続きである特例承継計画の
申請について「申請予定なし」が４割弱、「よく分からない」が２割強。

 一方、「申請する意向がある（申請済みを含む）」は４割強となった。

8.8%

3.9%

9.1%

10.3%

2.0%

2.2%

23.0%

13.4%

10.5%

35.7%

52.1%

53.6%

22.2%

28.5%

24.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既に後継者を決めている

後継者候補はいる

後継者未定だが事業継続したい

すでに申請した 申請するため作成中 申請する予定だか手つかず 申請予定なし よく分からない

(n=487)

(n=305)

(n=276)

事業承継税制について

申請する意向がある 42.1％



45.1%

27.9%

24.8%

17.5%

16.3%

9.3%

9.1%

7.3%

3.5%

1.0%

7.1%

21.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

時限措置で今後どうなるか不明

納税免除にならない可能性

納税猶予の取り消しリスク

提出書類や手続きが煩雑

特例承継計画の提出期限

後継者要件

先代経営者要件

専門家に対する報酬

当てはまらない項目が多い

海外子会社が対象外

その他

特になし

事業承継税制利用の障壁 16

【事業承継税制利用の障壁】

 事業承継税制利用の障壁は「10年間の時限措置であり今後どうなるか不
明」が最も多い。

 「納税免除にならない可能性」「納税猶予の取り消しリスク」といった制
度の不確実性が続く。

(n=943、複数回答)※事業承継税制について「相続税・贈与税の納税猶予を検討・準備中」「検討したが利用しない」と回答した企業を対象として集計

事業承継税制について



M&A（買収）の実施・検討状況 件数 構成比

１回買収した 189 5.1%

２回以上買収した 124 3.3%

検討したが買収に至らなかった 262 7.1%

買収を検討・実施していない 3,130 84.5%

M&Aの実施・検討状況 17

【M&Aの実施・検討状況】

 「買収を検討・実施していない」が約８割を占めている。買い手として
M&Aを実施したことがある企業は１割弱、実施を検討した企業を合わせる
と約15%となった。

 一方、「売上高10億円超」の企業では「買収を実施・検討した」 が４割
弱となり、地域の中核的な中小企業においてM&Aが活性化している状況
が見受けられる。

買収を
実施・検討

15.5%

(n=3,705)

売上高10億円超
の企業では

36.5% ※

(n=971)

事業再編・統合（M&A）について

※業種別：サービス業45.8%、卸売業40.2%、製造業34.8%、建設業33.1%、小売業30.1%
(n=144) (n=199) (n=305) (n=73)(n=230)



買収を実施・検討した企業の業績 18

【足元の売上高増減率】
（2020年3-8月、対前年同期比）

 「売上高10億円超」の企業を、「買収を実施・検討した」 企業と「買収
を検討したことが無い」企業に分類すると、「買収を実施・検討した」
企業のほうが、売上や利益等の業況が良い傾向がうかがえる。

【直近期の利益】 【今期の利益見込み】

21.1% 19.2%

55.8%
52.5%

20.8%
23.7%

2.3% 4.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

買収を実施・検討した 検討したことが無い

増加 概ね20％未満減少

概ね20～49％減少 概ね50％以上減少

82.6% 76.9%

8.1%
13.0%

9.3% 10.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

買収を実施・検討した 検討したことが無い

黒字 収支トントン 赤字

53.7%
44.1%

26.6%

30.8%

19.7% 25.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

買収を実施・検討した 検討したことが無い

黒字 収支トントン 赤字

(n=350) (n=601)(n=345) (n=607)(n=351) (n=608)

事業再編・統合（M&A）について



45.9%

58.7%

20.5%

3.2%

0% 20% 40% 60%

株式取得

事業譲渡（全事業）

事業譲渡（一部事業）

その他

買収形態 19

【検討・実施した買収形態】

 検討・実施した買収の形態は「事業譲渡（全事業）」が約６割で最も多
く、「株式取得」が５割弱、「事業譲渡（一部事業）」が約２割。

 事業譲渡の方がやや多い傾向が見られるものの、株式取得によるM&Aも少
なくない。

(n=567、複数回答)

事業再編・統合（M&A）について



買収先の企業規模・業種・属性・地域 20

 買収先は、後継者難が深刻化している小規模企業（従業員20名以下）が７
割を占め、従業員規模が300名超の企業でも４割は小規模企業を買収。
M&Aが後継者不在企業の事業継続の受け皿となっている。

 買収先の業種は「同業種」が約８割、属性は「競合他社」が約４割、地域
は「同一都道府県」が約４割となっている。

77.4%

27.9%

0% 30% 60% 90%

同業種

異業種

23.8%

40.4%

28.1%

16.7%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

同一市区町村

同一都道府県

近隣都道府県

国内全国

海外

【買収先の業種】 【買収先の属性】
13.1%

18.5%

36.2%

39.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

販売先

仕入先・外注先

競合他社

その他

【買収先の地域】

(n=562、複数回答)(n=563、複数回答)(n=566、複数回答)

73.2%

29.3%

3.5%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80%

従業員20名以下

21名～100名

101～300名

300名超

(n=564、複数回答)

【買収先の企業規模】

92.5%

78.7%

53.8%

41.9%

7.5%

20.2%

41.5%

43.5%

1.2%

3.8%

8.1%

0.9%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員20名以下

21名～100名

101～300名

300名超

従業員20名以下 21名～100名 101～300名 300名超

【買収側と買収先の企業規模】

買収先

買収側

(n=106)

(n=253)

(n=106)

(n=62)

※複数回答分を除く
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52.4%

36.9%

19.4%

15.7%

7.7%

5.5%

2.9%

18.4%

0% 20% 40% 60%

取引金融機関

M&A仲介業者

取引先企業

同業他社

事業引継ぎ支援センター

士業

インターネットマッチング事業者

その他

買収先を探す際の主な紹介者・相談者 21

【買収先を探す際の主な紹介者・相談者】

 買収先を探す際の主な紹介者・相談者は「取引金融機関」が約５割で最も
多く、「M&A仲介業者」が４割弱となっている。

 「取引先企業」「同業他社」といった業界内ネットワークを活用するケー
スもあるが、金融機関やM&A仲介業者の支援を受けるケースが多い。

(n=561、複数回答)

事業再編・統合（M&A）について



48.8%

34.2%

33.9%

30.5%

26.4%

24.1%

13.1%

11.2%

4.8%

3.5%

6.4%

3.7%

0% 20% 40% 60%

買収金額

経営陣や従業員の維持・処遇

事業の成長性や持続性

相手先の財務状況

組織文化・社内体制の統合

相手先の収益（ＣＦ）状況

仲介会社等への手数料

簿外債務等のリスク

人事制度・システムの統合

コンプライアンスに関わる事項

その他

特になし

67.9%

43.4%

33.5%

29.3%

22.9%

10.2%

8.8%

5.1%

4.1%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80%

売上・市場シェアの拡大

事業エリアの拡大

新事業展開・異業種への参入

人材の獲得

技術・ノウハウの獲得

設備・建物・土地等の獲得

コスト低減・合理化

知的財産・ブランド・許認可

サプライチェーンの維持

その他

買収の目的・想定効果と課題 22

【買収の目的・想定効果】

 買収の目的や想定していた効果は「売上・市場シェアの拡大」が約７割、
「事業エリアの拡大」が約４割となっている。

 買収の課題は「買収金額」が約半数で最も多く、「経営陣や従業員の維
持・処遇」「事業の成長性や持続性」「相手先の財務状況」が続く。

(n=564、複数回答)(n=567、複数回答)

【買収の課題】

事業再編・統合（M&A）について



48.0%

34.0%

17.3%

13.3%

21.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

相手先の経営・組織体制が脆弱だった

相乗効果が出なかった

相手先の従業員が退職してしまった

買収価格が高すぎた

その他

49.5%
41.5%

7.0% 2.0%

概ね達成した 一部達成した（失敗もあった）

ほとんど達成していない その他

買収した目的・期待効果の達成度 23

【買収目的・期待効果の達成度】

 買収した目的・期待効果の達成度は、「概ね達成した」が約半数を占め、
中小企業の事業拡大にM＆Aが活用されている。一方、「一部達成した
（失敗もあった）」「ほとんど達成していない」の合計も同程度を占めて
おり、買収リスクも一定程度存在。

 達成できなかった理由としては、 「相手先の経営・組織体制が脆弱だっ
た」「相乗効果が出なかった」が上位となった。

(n=150、複数回答)

【達成できなかった理由】

(n=301)

事業再編・統合（M&A）について



9.3%

57.6%

16.2%

10.9%

6.1%

積極的に検討 引き続き検討（コロナ前後で変化なし） 消極的になった そもそも買収意思なし その他

コロナ禍に伴う買収戦略の変化 24

【コロナ禍に伴う買収戦略の変化】

 買収戦略の変化は、「積極的に検討」（9.3％）、「コロナ前後で変化な
し」（57.6％）が約７割を占め、コロナ禍でも前向きな姿勢を維持。

 一方で「消極的になった」との回答は約16％を占め、コロナ禍によるマイ
ナスの影響も現れている。

(n=561)
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60.9%

35.6%

6.1%

34.8%

28.9%

6.1%

4.3%

20.0%

12.1%

25.0%

15.6%

75.8%

75.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1,000万円以下

1,000万円超…

１億円超…

10億円超

0円 100万円以下 100万円超～1,000万円以下 1,000万円超

11.4%

25.0%

50.0%

13.6%

0円 1,000万円以下 1,000万円超～5,000万円以下 5,000万円超

12.2%

19.5%

51.2%

17.1%

0円 100万円以下 100万円超～500万円以下 500万円超

買収にかかった費用（デューデリジェンス費用、仲介手数料）25

【DD費用】

 買収価格1,000万円以下のM&Aでは、買収にかかった費用は「0円」が約
半数。買収価格が高くなるにつれて買収費用も高くなる傾向にある。

 買収価格１億円超のM&Aにおいて、買収にかかった費用の中央値は、
デューデリジェンス（DD）費用が200万円、仲介手数料が2,000万円。

(n=44)(n=41)

【買収価格と費用】

【仲介手数料】

1,000万円以下
（n=23）

１億円超～
10億円以下
（n=33）

1,000万円超～
１億円以下
（n=45）

（n=4）

※買収費用判明分のみ集計

買収価格

買収費用（DD費用+仲介手数料）

※買収価格1億円超・買収費用判明分のみ集計※買収価格1億円超・買収費用判明分のみ集計

買収価格
中央値：3億円
※買収価格1億円超

（n=64）

中央値：200万円 中央値：2,000万円

事業再編・統合（M&A）について




